申請書類
令和　　年　月　日
　　　
住所
名称
代表者氏名
（押印不要）

令和８年度情報通信技術研究開発推進事業費補助金計画書
　

情報通信技術研究開発推進事業費補助金（デジタル・ディバイド解消のための技術等研究開発推進事業）について、令和８年度事業として採択を希望するため、下記の書類を添えて提出いたします。

記
１　事業の名称　

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　の研究開発」
応募要領１（５）イに記載の設定テーマの該当有無［有・無］
（有の場合はテーマの番号を記載：　　　　）
（事業名称を簡潔かつ平易な言葉を用いて記載し、副題は用いないこと（採択時に公表する名称として使用します。）。）

２　事業の目的及び内容

３　補助金申請予定額　　　　　,　　　　,　　　円（間接経費の申請　有・無）
（申請年度の補助金申請額（間接経費の申請がある場合は間接経費込み）を記載。）
４　補助事業予定期間
　　交付決定の日　～　令和　　年　　月　　日（　　　年計画の　　　年目）

（令和９年度以降継続申請を予定している場合でも、交付決定年度内の事業終了予定日を記載。）

５　その他　
本事業提案にあたっての情報アクセシビリティ支援ナビ（アクトナビ）活用の有無（https://www.actnavi.jp/）　　［有・無］
添付書類
１　補助対象事業総括表
２　申請者概要説明書
３　研究開発内容等説明書
４　補助対象経費等説明書
５　補助対象経費積算表
６　事業概要（イラスト）図

７　間接経費率計算書（間接経費を申請する場合に限り添付）
（添付書類１）
補助対象事業総括表
１  会社概要
	フリガナ
	
	設立
	 年  月

	会社名
	
	従業員
	人

	事業内容
	

	資本金
	千円
	主要株主
	1．       　　　　　    ％
2．        　　　　　   ％
	申請
要件
	大企業出資 （有・無）
国等の出資 （有・無）

	     年  月期
	売上
	千円
	経常
利益
	千円
	研究
費用
	千円

	     年  月期
	
	千円
	
	千円
	
	千円


２  研究開発体制
	研究組織
	
	研究者人数
	人

	外部指導者
	


３  研究開発内容
	研究開発の名称
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・の研究開発
（様式１と同じ名称を記載すること。）

	研究開発内容
	（添付書類３－１　２（２）アを簡潔かつ明瞭にまとめて記載すること。）

	研究開発成果
	（簡潔かつ明瞭に記載のこと。また、狙いとするサービスが何かについても記載すること。）


４  研究開発計画  ［研究開発期間］  令和    年  月  日 ～ 令和    年  月  日
	年     度
	令和　　年度
	令和　　年度
	令和　　年度
	合   計

	内容・目標
	
	
	
	

	補助金交付申請額
（添付書類４の記載と同一であること。）
	千円
	千円
	千円
	千円


５  補助金の必要性等
	補助を必要とする理由
	（具体的に記載すること）

	補助金以外の資金調達
	


［注意］　全体を１頁でまとめること。
（添付書類２－１）
申請者概要説明書
	１ 会社概要
	（会社の沿革を記載のこと。また、現在営んでいる主な事業及び主たる製品又はこれまでの研究開発の成果の概要等を記載のこと。必要に応じパンフレット添付。）

［売上構成］

	
	製（商）品名
	年間売上高
	構成比

	
	
	千円
	

	
	
	千円
	

	
	その他製（商）品
	千円
	

	
	合       計
	千円
	１００％

	２ 法人番号
	

	３ 企業コード
	（帝国データバンクの企業コードがある場合には記載すること）

	（フリガナ）

４ 代表者の氏名
	代表者とは団体の代表者（法人であれば代表取締役等）のこと。

	５ 本社等の所在地
	（本社及び主な事業所等の所在地を記載すること。）

	６ 会社設立日及び上場又は登録日
	（申請者が法人の場合には、創業年月、会社設立日、証券取引所への上場日又は証券業協会への店頭登録日等を記載すること。）

	７ 取引銀行
	（現在の主な取引銀行名、支店名等を記載すること。）

	８ 借入金
	      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	９ 過去における本制度への申請及び採択の有無
	（過去に本制度に申請又は採択をされた事がある場合には、申請（採択）年度及び申請（採択）テーマを必ず記載すること。




［注意］全体を１頁でまとめること。
（添付書類２－２）
株主等一覧表
１ 株　主                                             

（令和    年   月   日現在）
	株 主 氏 名
	住         所
	持株数
	持株比率
	備    考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


［注意１］　株主が法人の場合は、備考欄にその法人の資本金及び従業員数を記載すること。

［注意２］　株主が法人で筆頭株主の場合は、その株主との関係（連結決算対象等）があれば、備考欄にその関係を記載すること。
［注意３］　株主が個人の場合は、備考欄に自社との関係を記載すること。
２ 役　員                                               

（令和     年   月   日現在）
	役　職　名
	氏    名
	住       所
	備    考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


［注意］  他社の役員を兼務している場合は、備考欄に会社名及び職名を記載すること。
（添付書類２－３）
経営状況表
会社名                       

（単位：千円）
	
	第    期
    年  月  日から
    年  月  日
	第    期
    年  月  日から
    年  月  日
	第    期
    年  月  日から
    年  月  日

	売上高    Ａ
	
	
	

	経常利益  Ｂ
	
	
	

	総資本    Ｃ
	
	
	

	自己資本  Ｄ
	
	
	

	流動資産  Ｅ
	
	
	

	流動負債  Ｆ
	
	
	

	総資本経常利益率
（Ｂ×１００）／Ｃ
	％
	％
	％

	売上高経常利益率
（Ｂ×１００）／Ａ
	％
	％
	％

	自己資本比率
（Ｄ×１００）／Ｃ
	％
	％
	％

	流動比率
（Ｅ×１００）／Ｆ
	％
	％
	％


［注意１］ 本資料は、過去３期の財務諸表により作成すること。（設立後３期未満の場合は過去１期又は２期分で可。設立後１期未満の場合は上部余白に「設立後１期未満」と記載して表は空白で提出。）
［注意２］ 金額は、百円の位を四捨五入して千円単位で記載のこと。率は、少数第２位を四捨五入して少数第１位まで記載すること。
［注意３］ 本資料の根拠となる貸借対照表、損益計算書の他、販売費及び一般管理費内訳書、製造原価報告書並びに利益金処分（損失金処理）計算書の写しをＡ４版用紙にて添付すること。
（添付書類３－１）
研究開発内容等説明書

１ 研究開発体制
	研究課題名
（英語表記）
	（英語表記の記載は任意）

	研究種目等
	（記載不要）

	研究期間

	令和　　　年　　月　　　日　　～　　令和　　　年　　月　　　日（　　　年間）
（研究開発期間全体について記載すること）

	分　野
	（e-Rad「応募情報登録【共通】タブ」で入力した分野を記載すること）

	分　科
	（e-Rad「応募情報登録【共通】タブ」で入力した分科を記載すること）

	細　目
	（e-Rad「応募情報登録【共通】タブ」で入力した細目を記載すること）

	細目表　　　
キーワード
	（e-Rad「応募情報登録【共通】タブ」で入力したキーワードを記載すること）

	細目表以外の
キーワード
	（上記以外のキーワードがあれば、可能な限り、電子情報通信学会の「専門分野分類表」（http://www.ieice.org/jpn/shiori/pdf/furoku_f.pdf）を参照の上記載すること。）

	研究代表者
氏名
	（フリガナ）
	

	
	（漢字等）
	

	所属研究機関
	

	住所
	〒

	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	E-mail
	

	部局
	

	職名
	

	経理事務
担当者氏名
	
	経理担当部局名・連絡先等
	電話番号：        　　FAX番号：
E-mailアドレス：

	研究分担者・外部指導者氏名※
	（フリガナ）
	

	
	（漢字等）
	

	所属研究機関
	

	住所
	〒

	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	E-mail
	

	部局
	

	職名
	

	経理事務
担当者氏名
	
	経理担当部局名・連絡先等
	電話番号：        　　FAX番号：
E-mailアドレス：


	【研究開発の組織、体制及び人員等】

（研究開発を行う組織・体制、その他外部指導者又は協力者を記載すること）

	（事業の実施体制について、研究開発を行う組織・体制を図示するとともに、これに従事する者の人数、氏名等をできる限り詳細に記載すること。）

[image: image1]


	【人権及び利益の保護への対応】

	　事業の実施にあたっては、人権及び利益の保護の取扱いについて、○○○及び○○○（※）に準拠し、適切な対応を取ることを誓約します。

（誓約する場合、右のチェック欄に☑をつけること。）
（（※）個人情報の保護に関する基本指針、人を対象にする医学系研究に関する倫理指針、研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針、社内規程等、該当するものを明記すること。）
	□


［注意１］　研究分担者等が複数の場合は適宜（※）を繰り返し作成すること（研究分担者又は外部指導者のどちらか明記すること。）。
［注意２］　研究代表者及び研究分担者等が同一の研究機関に所属する場合、２回目以降の経理事務担当者情報は省略することが可能。
２ 研究開発内容
	研究開発の名称
	（計画書（様式第１）に記載の補助対象事業の名称を記載すること。）

	研究開発の性格

（複数回答可）
該当する研究開発に○を記載。
	応用研究
	
	基礎研究によって発見された知識を利用して、特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究及び既に実用化されている方法に関して、新たな応用方法を探索する研究。

	
	開発研究
	
	基礎研究、応用研究及び実験の経験から得た知識の利用であり、新しい材料、装置品、システム、工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究。

	研究対象種別

（複数回答可）
	以下研究対象種別より該当する研究対象種別を選択して記載すること。

研究対象種別：高齢者、視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱、言語障害、自閉症、情緒障害、学習障害（LD）、注意欠陥多動性障害（ADHD）、重複障害等


（1） 研究開発の最終目標

1 研究開発の背景・目的

（研究開発によって新たに創出（又は高度化）される通信・放送サービスを具体的に示すこと。

その上で、研究開発による新規事業の創出（又は高度化）が必要と考えた背景について、特に、想定する利用者等（高齢者・障害者、サービス提供事業者等）の現状や課題、ニーズ等を踏まえながら、具体的かつ明確に記載すること。）
2 最終的な成果

（提案する研究開発により得られる成果を具体的かつ詳細に記載の上、当該成果が通信・放送サービスの新規創出（又は高度化）にどのように寄与するのか記載すること。）
（「身体障害者等支援研究開発」を行う場合は、本研究開発により、どのように通信・放送サービスの利用に身体上の機能の制限を受ける者が新たに当該通信・放送サービスを円滑に利用することが可能となるのか、併せて説明すること。）
3 成果の波及性

（研究開発により創出される新規事業が、将来的に大きく成長する可能性があること、又は開発される技術が、通信・放送技術として幅広く波及する可能性があることについて、想定する利用者及び市場規模について、具体的な事例やデータなどを用いながら、明確に説明すること。）
（2） 研究開発の内容

1 研究開発の内容

（補助対象となる研究開発の内容について、具体的かつ詳細に記載する。なお、開発するシステムの機能や効果に関する評価試験については、目的、研究デザイン、仮説、エンドポイント、試験の手順、被験者の選定と人数等、現時点でのアイディアを、可能な限り具体的に御説明すること。（2ヶ年目以降の申請者においては、すでに実施した研究開発の内容・評価試験の結果等及び申請年度における研究開発の内容との関係についても、簡潔かつ明瞭に記載すること。））
2 研究開発への当事者の参画
（研究開発における当事者（当事者をサポートする福祉・障害等に専門的な知見を有する医療福祉専門職（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・介護福祉士等）を含む。）の参画状況について、役割・実施内容等について具体的に記載すること。）
3 既存技術等との相違
（自社若しくは他社の既存技術や類似技術を記載すること。その際、既存技術等と比較したとき、本研究開発との相違、関係、優劣等を記載すること。）
（なお、２年目以降の申請においては、これまでの開発経緯や成果を踏まえて、申請年度に実施する研究開発の相違点についても記載すること。）
4 関連する特許等

（研究開発に関連する特許、工業所有権、その他の知的所有権があれば記載すること。）
（3） 企業化・事業化の計画

（企業化に向けた計画（自社製造販売、他社への技術提供等）について、事業終了後５年間をめどに、何をいつ頃までに行う計画をしているのか、具体的かつ可能な限り数値的に記載すること。）
（また、企業化にあたり、想定される課題やリスクと、その解決方法や対応方法について、具体的に記載すること。企業化のための社内外の体制や資金の調達についても可能な限り説明すること。）
（特許・工業所有権等取得や査読付き論文の発表予定数についても記載すること。）
［注意］　「２　研究開発内容」全体を６頁以内でまとめること。
３ 研究計画・方法
（概要）　（１０行程度で簡潔に記入してください。）
（本文）
（4） 研究開発の年次計画
令和○○年度
（年度毎に目標とする成果について、研究開発事項、開発段階の進展、その概要等を踏まえた上で記載のこと。また、継続案件については、初年度から終了年度までの各年度について記載すること。）
令和○○年度
令和○○年度
（5） 令和８年度における具体的な取組内容
（本年度の開発計画、方法及び目標とする成果について具体的に記載すること。目標は可能な限り検証可能な数値目標を設定すること。なお、評価試験の実施を行う場合は、その内容（方法、人数、場所等）について、予定しているものをできる限り具体的に記載すること。）
（6） 令和８年度における具体的取組の実施計画及びスケジュール
６月　７月　８月　９月　10月　11月　12月　１月　２月　３月
■　○○のソフト開発　　

（調査・検討）

（機能設計）

（製造）

（機能テスト）

■　評価試験

　（内容検討）

　（団体調整）

　（評価試験）
［注意］　「３　研究計画・方法」全体を２頁以内でまとめること。

４　研究業績
（研究代表者及び研究分担者がこれまでに発表した論文、著書、産業財産権、招待講演のうち、本研究に関連する重要なものをresearchmap等からコピーする等の方法で記載すること。なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに限ります。）
（①　例えば発表論文の場合、論文名、著者名、掲載誌名、巻、最初と最後の頁、発表年（西暦）について記載すること。）
（②　以上の各項目が記載されていれば、項目の順序を入れ替えても可。著者名が多数にわたる場合は、主な著者を数名記載し以下を省略しても可。）
［注意］　「４　研究業績」全体を２頁以内でまとめること。

５　研究費の応募・受入等の状況・エフォート
（研究代表者及び研究分担者で、他府省を含む他の制度の競争的研究費又は他の公的資金による研究補助等を現に受けているか、又は今後受ける予定がある場合、以下に当該資金制度・研究費名、研究課題名、役割（代表・分担の別）、令和８年度の研究経費、エフォート及び研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由を記載すること。）
（これらの表は、複数の競争的研究費等が同じ内容の研究課題に重複して配分される、特定の研究者に研究資金が過度に集中する等の不合理を防ぐことを目的としているので、必要な場合は表の行を追加して残らず記載すること。支援を受けているにもかかわらず記載がない等、事実と異なる記載があった場合、採択後であっても交付決定を取り消す場合があります。）
（１）応募中の研究費
	資金制度・研究費名（研究期間・配分機関等名）・対象研究者名
	研究課題名
（研究代表者氏名）
	役割(代表・分担の別)
	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)
(千円)
	エフォート(%)
	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由


	【本応募研究課題】
（R　  ～R　 ）
	（　　　　）
	
	（　　　）
	
	

	
	
	
	（　　　）
	
	

	
	
	
	（　　　）
	
	


（２）受入予定の研究費
	資金制度・研究費名（研究期間・配分機関等名）

	研究課題名
（研究代表者氏名）

	役割(代表・分担の別)
	令和８年度の研究経費
(期間全体の額)
(千円)
	エフォート(%)
	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由


	
	
	
	（　　　）
	
	

	
	
	
	（　　　）
	
	


（３）その他の活動　　　エフォート：　　　　％
（研究代表者及び研究分担者毎に記載すること。）
［注意］　必要に応じて行を挿入し、２頁以内でまとめること。

６　これまでに受けた研究費とその成果等
（研究代表者及び研究分担者がこれまでに受けた研究費（所属研究機関より措置された研究費、府省・地方公共団体・研究助成法人・民間企業等からの研究費等。なお、現在受けている研究費も含む。）による研究成果等のうち、本研究の立案に生かされているものを選定し、当該資金制度とそれ以外の研究費に分けて、資金制度名、期間（年度）、研究課題名、対象研究者名、研究代表者又は研究分担者の別、研究経費（直接経費）を記入の上、研究成果及び中間・事後評価（当該研究費の配分機関が行うものに限る。）結果を簡潔に記載すること。）
（例）
資金制度名：
期間（年度）：　　年度～　　年度
研究課題名：
対象研究者名：
研究代表者又は研究分担者の別：
研究経費（直接経費）：　　千円
研究成果及び中間・事後評価結果：
【当該資金制度】
（１）デジタル・ディバイド解消のための技術等研究開発推進事業、R　　～R　　、「　　　　　　」、○○　○○、代表者、　　　　　千円、
××××の成果を得た。
（２）
【それ以外の研究費】
（３）
（添付書類３－２）
令和７年度研究開発状況等説明書


＊応募時点での令和７年度の研究開発状況等を、下記に基づき簡潔に記入してください。書式はフリーフォーマットとします。なお、必要に応じてさらに詳細な説明を求めることがあります。評価会でプレゼンテーション・ヒアリング審査を実施する場合は、本説明書の内容についても説明していただくことがあります。なお、終了評価の対象となる令和７年度の成果報告書については別途提出が必要です。
１．専門外の者にも理解ができるように、平易に説明すること。

２．５頁分量にまとめること。５頁程度では研究開発の成果を十分に表せな

いという場合は、この限りではないが、極力ページ数を抑えること。

　なお、添付する別紙がある場合、「別紙」分については前記の「５頁程度の分量」の枠外とするが、図式化等の工夫をして、極力ページ数を抑えること。

３．研究開発の成果は、研究開発の実施内容とは分けて記述すること。また、両者を出来るだけ対比させて項立てを行い、記述すること。

４．研究開発の成果は、得られた実証データを基に、具体的（定量的）に検証・評価し、簡潔・平易に説明すること。特に、申請書で揚げた当初目標（新規性・波及性・有益性）に対しての達成度等の自己評価、得られた課題、今後の研究開発における方向性・目標に留意して記述すること。

５．モニタ調査、実証実験等により成果評価を行った場合は、モニタ数、モニタ対象者等の妥当性を併せて記述し、調査方法、調査結果及びその考察結果を説明すること。また、グラフ化等で整理・要約した調査データが成果の説明資料として必要であれば、別紙として添付すること。（※生データの添付はしないこと。）
６．令和７年度末以前の状況を記載する場合は、追加で見込める成果の目処、応募時点での予算の執行状況及び残りの予算執行計画を含む年度末までの計画についても記載すること。
７．令和７年度の研究開発状況を踏まえ、令和８年度の計画へどう反映させたかをできる限り具体的に記述すること。

８．特に重要な専門用語には解説をつけること。
（添付書類４）
補助対象経費等説明書
１　補助対象経費及び補助金交付申請額
	年    度
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	令和　　年度
	補助対象経費：       　　　 千円
	補助金交付申請額：           千円

	令和　　年度
	補助対象経費：   　　　     千円
	補助金交付申請額：           千円

	令和　　年度
	補助対象経費：  　　　      千円
	補助金交付申請額：           千円

	合      計
	                          千円
	                          千円


（［注意］ここでいう補助対象経費、補助金交付申請額とは、申請段階で計画した研究開発費用のこと。）
２ 補助対象経費の内訳（令和８年度分）　　　　　　　　　　　　　  （単位： 円）
	支
出
	
	費 目 区 分
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	
	直　接　経　費
	物品費
	設備備品費
	
	（注意3参照）

	
	
	
	消耗品費
	
	（注意3参照）

	
	
	
	（  小  計  ）
	
	

	
	
	人件費・謝金
	人 件 費
	
	（注意3参照）

	
	
	
	謝　　金
	
	（注意3参照）

	
	
	
	（小　計）
	
	

	
	
	旅　　　費
	
	（注意3参照）

	
	
	その他
	外　注　費
	
	（注意3参照）

	
	
	
	印刷製本費
	
	（注意3参照）

	
	
	
	会　議　費
	
	（注意3参照）

	
	
	
	通信運搬費
	
	（注意3参照）

	
	
	
	光熱水料
	
	（注意3参照）

	
	
	
	その他（諸経費）
	
	（注意3参照）

	
	
	
	（小　計）
	
	

	
	
	①直接経費の合計
	（添付書類５「補助対象経費積算表」の直接経費の合計額と一致すること）
	（物品費小計、人件費・謝金小計、旅費、その他小計の合計）

	
	
	②間接経費
	（添付書類５「補助対象経費積算表」の間接経費の額を転記）
	（補助金交付申請額（直接経費の合計額）に間接経費率を乗じたもの※）

	
	
	総計①＋②
	（添付書類５「補助対象経費積算表」の総計の額と一致すること）
	（上記２欄の合計）

	収
入
	
	調 達 区 分
	金         額
	備          考

	
	
	自 己 資 金
	
	

	
	
	借  入  金
	
	（借入予定の銀行・支店名等）

	
	
	役員等からの借入金
	
	（主な役員の氏名等）

	
	
	その他の収入
	
	（具体的な内容等）

	
	
	（  小 計  ）
	
	

	
	
	補助金交付申請額
	（補助金交付申請額総計を転記）
	

	
	
	合     計
	（補助対象経費総計と一致）
	


［注意１］千円未満は切り捨てること。（※印の箇所）
［注意２］全体を１頁でまとめること。
［注意３］補助金交付申請額は、以下の補助率を踏まえて記載すること。
【設定テーマ型事業（指定規模以下の企業等（※）、大学等）】

補助対象事業を行うために必要な直接経費において、各補助対象経費の初年度のみ１０／１０、２年目以降は２／３に相当する額［上限２，０００万円）］

（※ 資本金の額が１億円以下であり、大企業からの出資がない企業等）

【設定テーマ型事業（上記以外）】

補助対象事業を行うために必要な直接経費において、各補助対象経費の初年度のみ２／３、２年目以降は１／２に相当する額［上限２，０００万円］

【設定テーマ以外の事業】

補助対象事業を行うために必要な直接経費において、各補助対象経費の１／２に　相当する額［上限２，０００万円］
（添付書類５）

補助対象経費積算表
（別紙１「補助対象経費についての留意事項」に従って記載のこと。）
	費目名

（補助対象費目を記載のこと。）
	品名
	単価（円）
	数量
	金額（円）
	用途

	例

：

物品費
	例：設備備品費
	○○措置
	500,000
	１台
	500,000
	

	
	
	△△PC
	150,000
	２台
	300,000
	

	
	
	小　　　計
	800,000
	

	
	例：消耗品費
	○○
	50,000
	１式
	50,000
	○○：*,***円

△△：*,***円

	
	計
	850,000
	

	例：
人件費・謝金
	例：人件費
	○○　○○

(研究者の氏名)
	4,200
	500時間
	2,100,000
	

	
	
	△△　△△
(研究者の氏名)
	3,600
	400時間
	1,440,000
	

	
	
	□□　□□

(研究者の氏名)
	3,200
	350時間
	1,120,000
	

	
	
	小        計
	4,660,000
	

	
	例：謝金
	○○　○○他

(委員等の氏名)
	100,000
	１式
	100,000
	*,***円×*人×*回

	
	計
	4,760,000
	

	例：旅　費
	－
	200,000
	１式
	200,000
	（△△-○○間）*,***円×*人×*回

	例：その他
	例：外注費
	□□ソフトの制作・開発
	1,000,000
	１式
	1,000,000
	（内訳）別添１

	
	
	□□装置の製作・開発
	800,000 
	１式
	800,000
	（内訳）別添２

	
	
	小        計
	1,800,000
	

	
	例：印刷製本費
	○○の印刷
	100,000 
	１式
	100,000
	○○：*,***円×*部

△△：*,***円×*部

	
	例：会議費
	△△に係る検討会
	500,000
	１式
	500,000
	

	
	例：通信運搬費
	□□に係る通信料
	40,000
	７ヶ月
	280,000
	

	
	例：光熱水料
	○○に係る電気代
	30,000
	７ヶ月
	210,000
	

	
	例：その他（諸経費）
	文献等購入費
	100,000
	１式
	100,000
	○○：**,***円

△△：**,**:円

	
	計
	2,990,000
	

	直接経費の合計
	10,600,000
	

	間接経費（間接経費率　１０．０％）

（間接経費計算書に基づき申請する率を記入すること）
	1,060,000
	

	総　　　　計
	11,660,000
	


[注意１]　添付書類４の補助対象経費の内訳（令和８年度分）の積算内容について記載のこと。

[注意２]　金額の千円未満は切り捨てること。

[注意３]　単価は、時価、実購入価格を基準とし、積算根拠を確認できる書類（見積書、カタログ、人件費単価及び従事時間内訳）を添付すること。特に研究開発に必要な設備備品の調達方法の決定にあたっては、購入とリース・レンタルで調達経費を比較し、原則、安価な方法を採択していただくことになります。
[注意４]　費目毎に整理して記載のこと。用紙が足りない場合は適宜様式の欄を追加、又は別頁とすること。

[注意５]　品名（品目）は交付要綱又は応募要領の「補助対象経費の費目及び範囲」に照らし

　　　　て、該当する費目に区分・記載すること。
（添付書類６）本様式はMS-PowerPoint形式の様式を使用すること。
イラスト図
（添付書類７－１）
令和　　年 　 月 　 日




  　　　　住　　所　 



          　　　　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　



          　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
（押印不要）

間接経費率計算書（一般企業）

令和８年度デジタル・ディバイド解消のための技術等研究開発推進事業の間接経費率として、下記のとおり申請いたします。

記

１．間接経費率

　　・直近の財務諸表等に基づく間接経費率：　　　％

　　・間接経費率の上限　　　　　　　　　：　３０％

　　従って、間接経費率は　　％を申請します。

２．算出根拠

　　（損益計算書の要旨と算出根拠を記載する）

（計算に用いた数値は、提出する財務諸表（損益計算書等）等のコピーの該当箇所にマーキング等を施して添付し、根拠を明示すること）

間接経費率（％）＝＊＊＊％
間接経費率（％）＝｛（販売費及び一般管理費）－（販売費）｝÷（売上原価）×１００
３．添付資料

　・計算根拠資料（一般企業の場合は別紙を参考に作成。）
以上

別　紙

間接経費率計算書（計算根拠資料）

【単位：円】

	販

売

費

及
び

一
般

管
理

費
	決　算　数　値
	控　除　項　目
	一般管理費

相当額
	使途及び計算根拠の説明

	
	科　目
	科目の額
	販管費内

直接経費
	販売費
	調整経費
	
	

	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	

	
	役員報酬
	
	1,000,000
	
	
	
	
	▲
	1,000,000
	
	0
	

	
	給与手当
	
	10,000,000
	▲
	5,000,000
	
	
	
	
	
	5,000,000
	研究者５人／全職員１０人


	
	接待交際費
	
	1,000,000
	
	
	▲
	1,000,000
	
	
	
	0
	

	
	通信費
	
	2,000,000
	▲
	1,000,000
	
	
	
	
	
	1,000,000
	研究者５人／全職員１０人


	
	旅費交通費
	
	2,000,000
	
	
	
	
	▲
	800,000
	
	1,200,000
	幹部ﾀｸｼｰ代､社用者ｸﾞﾘｰﾝ代等を調整経費として除外

	
	地代家賃
	
	30,000,000
	▲
	30,000,000
	
	
	
	
	
	0
	補助対象経費として申請



	
	貸倒損失
	
	20,000,000
	
	
	
	
	▲
	20,000,000
	
	0
	

	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	

	
	小　計
	①
	100,000,000
	②
	40,000,000


	③
	25,000,000
	④
	26,800,000
	⑤
	8,200,000


	⑤＝①－②－③－④




	製

品

製

　造

原

価
	決　算　数　値
	控　除　項　目
	製品製造原価
相当額
	使途及び計算根拠の説明

	
	科　目
	科目の額
	
	－
	
	－
	調整経費
	
	

	
	（略）
	
	（略）
	
	－
	
	－
	
	（略）
	
	（略）
	

	
	材料費
	
	
	
	－
	
	－
	
	
	
	
	

	
	主要材料費
	
	300.000
	
	－
	
	－
	
	
	
	300,000
	

	
	労務費
	
	
	
	－
	
	－
	
	
	
	
	

	
	役員報酬
	
	500,000
	
	－
	
	－
	
	
	
	500,000
	補助対象経費として申請



	
	給与手当
	
	5,000,000
	
	－
	
	－
	
	
	
	5,000,000
	補助対象経費として申請



	
	経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	通信費
	
	2,000,000
	
	－
	
	－
	
	
	
	2,000,000
	補助対象経費として申請



	
	旅費交通費
	
	2,000,000
	
	－
	
	－
	
	
	
	2,000,000
	

	
	会議費
	
	100,000
	
	－
	
	－
	▲
	100,000
	
	0
	

	
	新聞図書費
	
	500,000
	
	－
	
	－
	
	
	
	500,000
	

	
	（略）
	
	
	
	－
	
	－
	
	（略）
	
	（略）
	

	
	小　計
	⑥
	20,100,000
	
	－
	
	－
	⑦
	5,100,000
	⑧
	15,000,000


	⑧＝⑥－⑦




	算　出　式
	間接経費率
	備　考

	（⑤の額）
	
	
	（②の額）
	
	（⑧の額）
	
	
	
	

	8,200,000
	÷
	（
	40,000,000
	＋
	15,000,000
	）
	
	１4．9
	％
	


（添付書類７－２）
令和　　年 　 月 　 日




  　　　　住　　所　 



          　　　　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　



          　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
（押印不要）
間接経費率計算書（国立大学法人、学校法人等）

令和８年度デジタル・ディバイド解消のための技術等研究開発推進事業の間接経費率として、下記のとおり申請いたします。

記

１．間接経費率

　　・直近の財務諸表等に基づく間接経費率：　　　％

　　・間接経費率の上限　　　　　　　　　：　３０％

　　従って、間接経費率は　　％を申請します。

２．算出根拠

　　①人件費

　　②教員人件費

　　③管理経費

　　④管理費

　　⑤消費支出の部合計

間接経費率（％）＝＊＊＊％
間接経費率（％）＝（管理費）÷（消費支出の部合計）×１００

管理費＝｛（人件費）－（教員人件費）｝＋（管理経費）

　　（損益計算書の要旨と算出根拠を記載する）

（計算に用いた数値は、提出する財務諸表（損益計算書等）等のコピーの該当箇所にマーキング等を施して添付し、根拠を明示すること）

３．添付資料

　・計算根拠資料

以上

（添付書類７－３）

令和　　年 　 月 　 日




  　　　　住　　所　 



          　　　　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　



          　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
（押印不要）
間接経費率計算書（公益法人）

令和８年度デジタル・ディバイド解消のための技術等研究開発推進事業の間接経費率として、下記のとおり申請いたします。

記

１．間接経費率

　　・直近の財務諸表等に基づく間接経費率：　　　％

　　・間接経費率の上限　　　　　　　　　：　３０％

　　従って、間接経費率は　　％を申請します。

２．算出根拠

（損益計算書の要旨と算出根拠を記載する）

（計算に用いた数値は、提出する財務諸表（損益計算書等）等のコピーの該当箇所にマーキング等を施して添付し、根拠を明示すること）

間接経費率（％）＝＊＊＊％
間接経費率（％）＝（管理費）÷｛（総事業費）－（間接事業費）｝×１００
３．添付資料

　・計算根拠資料

以上

（　）の記述は留意ポイントの説明ですので、申請の際には削除して下さい。





【様式１】





（補助対象事業の概要を記載）





（簡潔かつ明瞭に記載のこと。継続案件は年度欄の値を適宜修正し、初年度から終了年度までの各年度について記載すること。なお、補助金交付申請額及び事業の実施年度は、交付決定先を選定する際の検討材料の一部とするもので、各年度の交付決定（額）を約束するものではありません。








（間接経費を申請する場合は間接経費を含めた額を記載すること。）





（前年度末における全ての短期／長期借入金の額を記載すること）





A社


代表研究者：○○○○


・○○に関する技術開発


－研究リーダー：○○　○○


－研　 究 　者：○○　○○


　　　　　　　　○○　○○


・○○に関する評価試験


－研究リーダー：△△　△△


　－研　 究 　者：△△　△△





B大学


□□□□


・○○に関する技術開発について、XXXの観点から、XXXについて指導を行うもの











外部指導





実験協力





C　団体


…に係る実験協力　


○　名





外注先（未定）


・○○に関する技術開発について、XXXに必要なデータの分析を実施





外注





具体的な取組内容をどのようなスケジュールで進めて行くのか、可能な限り具体的に記載してください。





（注）令和７年度採択事業を継続する場合は、当該様式の書類が必須。





（間接経費を申請する場合は間接経費を含めた額を記載すること。）





（注）間接経費を申請する場合は、当該様式の書類が必須。





（注）間接経費を申請する場合は、当該様式の書類が必須。





（注）間接経費を申請する場合は、当該様式の書類が必須。









